
10

4

1

1

会計 一　般　会　計 所管課 健康推進課

款 衛　生　費
事業名 保健衛生管理費

項 保健衛生費

目 保健衛生総務費 補助単独の別

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

②－①

事業費 77 71   ▲ 6

財
源
内
訳

国  0

県   

 

0

市債   0

その他   0

一般財源 77 71   ▲ 6

事業
概要

保健業務サポーターの傷害保険等の管理事務費用
今年度
見直し
事 項

事業
目的

保健業務の実施にあたって必要な管理事務費用

その他

現状と
背景



10

4

1

1

会計 一　般　会　計 所管課 健康推進課

款 衛　生　費
事業名 母子健康手帳交付事業

項 保健衛生費

目 保健衛生総務費 補助単独の別 単独

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

②－①

事業費 84 83   ▲ 1

財
源
内
訳

国  0

県   

 

0

市債   0

その他   0

一般財源 84 83   ▲ 1

事業
概要

妊娠届書提出時に母子健康手帳を交付し、妊娠中から母子の健康管理を行う。
今年度
見直し
事 項

事業
目的

母子健康手帳に妊娠経過などを記載し、妊娠中から一貫した母子の健康管理を
行う。

その他

現状と
背景

少子化、核家族化等、時代や社会背景の変化により、妊娠中からの支援が必要
である。



10

4

1

1

会計 一　般　会　計 所管課 健康推進課

款 衛　生　費
事業名 日曜休日応急診療所管理事業

項 保健衛生費

目 保健衛生総務費 補助単独の別 単独

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

②－①

事業費 3,515 3,515   0

財
源
内
訳

国  0

県   

 

0

市債   0

その他   0

一般財源 3,515 3,515   0

事業
概要

日曜・休日における救急医療に対応するため診療所を開設し、内科及び小児科
の診療を行う。運営は指定管理者に委託。 今年度

見直し
事 項

事業
目的

日曜・休日に発生する医療への応急体制を整え、市民の健康保持に寄与する。

その他

現状と
背景

昭和49年の開設以来、日曜・休日における地域の医療を担う。毎年800人前後の
受診があり、松江市東部等からの受診もある。



10

4

1

1

会計 一　般　会　計 所管課 健康推進課

款 衛　生　費
事業名 ５歳児発達相談

項 保健衛生費

目 保健衛生総務費 補助単独の別 単独

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

②－①

事業費 370 374   4

財
源
内
訳

国  0

県   

 

0

市債   0

その他 370   ▲ 370

一般財源 0 374   374

事業
概要

保育園(所）幼稚園の年中児を対象に、行動発達面や子育ての不安について、専
門の医師などによる診察や相談を行う。 今年度

見直し
事 項

事業
目的

就学前の時期に、子どもの発育・発達に関する問題等を発見し、早期の対応をす
ることで、就学後の問題を軽減するとともに、子どもの健康の維持増進を図る。ま
た、保護者の子育てに関する相談への助言、指導を行い不安の軽減を図る。

その他

現状と
背景

児童発達相談センター、保育士と連携しながら、就学に向けた子育て支援として
重要な場である。



10

4

1

1

会計 一　般　会　計 所管課 健康推進課

款 衛　生　費
事業名 心のヘルスケア事業（心の相談）

項 保健衛生費

目 保健衛生総務費 補助単独の別 補助  

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

②－①

事業費 144 144   0

財
源
内
訳

国  0

県 72 72   

 

0

市債   0

その他   0

一般財源 72 72   0

事業
概要

心の健康の保持増進のため、保健師、臨床心理士による相談事業を行う。
今年度
見直し
事 項

事業
目的

何らかの悩みを持っている本人、家族に対して臨床心理士が相談に応じることで
メンタルヘルスの保持増進を目的とする。

その他

現状と
背景

市内で精神保健福祉手帳保持者や精神科・心療内科に受診している自立支援
医療受給者の数は年々伸びている。H25年に市内に心療内科ができたが、受診
の見極めが難しい人や、カウンセリングを必要とする人も少なくない。



10

4

1

1

会計 一　般　会　計 所管課 健康推進課

款 衛　生　費
事業名 精神障がい者福祉管理費

項 保健衛生費

目 保健衛生総務費 補助単独の別 補助

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

②－①

事業費 153 129   ▲ 24

財
源
内
訳

国  0

県 0 70   

 

70

市債   0

その他 28 18   ▲ 10

一般財源 125 41   ▲ 84

事業
概要

精神障がい者の社会復帰促進のために、当事者同士の交流等を目的とした事業
を開催するほか、自立支援医療（精神通院）・精神障害者保健福祉手帳の交付に
関わる事務手続きを行う。 今年度

見直し
事 項

事業
目的

当事者に対し、出かけることができる場等を設けるとともに、周囲の福祉サービス
の充実を図ることで、精神障がい者が自立した生活を送れる地域づくりを推進す
る。

その他

現状と
背景

精神、発達に関する障害は周囲の理解を得られにくく、生活や就労に支障を生じ
外に出かけることができなくなる場合が少なくないため、環境整備が必要となる。



10

4

1

1

会計 一　般　会　計 所管課 健康推進課

款 衛　生　費
事業名 ３歳児健康診査

項 保健衛生費

目 保健衛生総務費 補助単独の別 単独

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

②－①

事業費 1,413 1,422   9

財
源
内
訳

国  0

県   

 

0

市債   0

その他   0

一般財源 1,413 1,422   9

事業
概要

３歳から４歳未満の児を対象に健康診査を実施し、子育て相談を行う。
（幼児「満1歳から小学校就学の始期に達するまでの者をいう。」については、1歳6
か月児健康診査と3歳児健康診査の実施が、市町村に義務付けられている。） 今年度

見直し
事 項

事業
目的

３歳という精神発達や身体発達において一つの区切りを迎えるこの時期に健康診
査を実施し、疾病の予防や早期発見、早期治療、療育を図るとともに、保護者の
悩みや相談を受け止め、う蝕の予防、発育、栄養、生活習慣、その他育児に関す
る助言・指導を行い、幼児の健康の保持及び増進を図り、幼児の健全な育成を促
進する。

その他

現状と
背景

少子化、核家族化等、時代や社会背景の変化により、育児支援を必要とする保護
者が増えている。



10

4

1

1

会計 一　般　会　計 所管課 健康推進課

款 衛　生　費
事業名 １歳６か月児健康診査

項 保健衛生費

目 保健衛生総務費 補助単独の別 単独

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

②－①

事業費 706 706   0

財
源
内
訳

国  0

県   

 

0

市債   0

その他   0

一般財源 706 706   0

事業
概要

１歳６か月から２歳未満の児を対象に健康診査を実施し、子育て相談を行う。
（幼児「満１歳から小学校就学の始期に達するまでの者をいう。」については、１歳
６か月児健康診査と３歳児健康診査の実施が、市町村に義務付けられている。） 今年度

見直し
事 項

事業
目的

幼児初期の身体発育、精神発達の面で、歩行や言語等の発達の標識が容易に得られる
１歳６か月児のすべてに健康診査を実施する。運動機能、視聴覚等の障害、精神発達の
遅滞等、障害のある幼児を早期に発見し、適切な指導を行い、障害の進行を未然に防止
する。また、保護者に生活習慣の自立、虫歯の予防、幼児の栄養及び育児に関する適切
な指導を行い、幼児の健康の保持及び増進を図り、幼児の健全な育成を促進する。

その他

現状と
背景

少子化、核家族化等、時代や社会背景の変化により、育児支援を必要とする保護
者が増えている。



10

4

1

1

会計 一　般　会　計 所管課 健康推進課

款 衛　生　費
事業名 ６か月児健康診査

項 保健衛生費

目 保健衛生総務費 補助単独の別 単独

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

②－①

事業費 464 464   0

財
源
内
訳

国  0

県   

 

0

市債   0

その他   0

一般財源 464 464   0

事業
概要

６、７か月の乳児を対象に健康診査を実施し、子育て相談を行う。
今年度
見直し
事 項

事業
目的

６か月という精神発達や身体発達において一つの区切りを迎えるこの時期に健康
診査を実施し、疾病の予防や早期発見、早期治療を図るとともに適切な助言指導
をすることで、保護者の育児不安の軽減と乳児の健全な育成を促進する。

その他

現状と
背景

少子化、核家族化等、時代や社会背景の変化により、育児支援を必要とする保護
者が増えている。



10

4

1

1

会計 一　般　会　計 所管課 健康推進課

款 衛　生　費
事業名 乳児・幼児健康相談

項 保健衛生費

目 保健衛生総務費 補助単独の別 単独

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

②－①

事業費 85 85   0

財
源
内
訳

国  0

県   

 

0

市債   0

その他   0

一般財源 85 85   0

事業
概要

乳幼児の身体計測や健康相談、栄養相談（離乳食講習会）、歯科相談を行う。
今年度
見直し
事 項

事業
目的

保護者から育児の不安や疑問などの相談を受け、適切な助言指導をすることで、
保護者の育児不安の軽減と乳児の健全な育成を促進する。また、子育てを行う保
護者同士が関わりを持ち話しをする中で、育児不安の軽減や解決方法の模索、
育児仲間の形成を図る。

その他

現状と
背景

少子化、核家族化等、時代や社会背景の変化により、育児支援を必要とする保護
者が増えている。



10

4

1

1

会計 一　般　会　計 所管課 健康推進課

款 衛　生　費
事業名 妊産婦健康相談

項 保健衛生費

目 保健衛生総務費 補助単独の別 単独

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

②－①

事業費 23 23   0

財
源
内
訳

国  0

県   

 

0

市債   0

その他   0

一般財源 23 23   0

事業
概要

妊産婦に対して、助産師による保健指導や相談を行いながら、妊娠中からの健康
管理を行う。 今年度

見直し
事 項

事業
目的

妊娠中の不安などの相談を受け、適切な助言指導を行うことで、心身共に安定し
た妊娠経過がおくれるようにする。

その他

現状と
背景

少子化、核家族化等、時代や社会背景の変化により、育児支援を必要とする保護
者が増えている。



10

4

1

1

会計 一　般　会　計 所管課 健康推進課

款 衛　生　費
事業名 両親学級

項 保健衛生費

目 保健衛生総務費 補助単独の別 単独

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

②－①

事業費 53 53   0

財
源
内
訳

国 26  ▲ 26

県   

 

0

市債   0

その他 27   ▲ 27

一般財源 0 53   53

事業
概要

妊娠期から産後期における産前・産後サポート事業の主要事業で、夫婦が安心し
て出産・育児に臨むことができるように、妊娠中に出産や産後・子育てに関する必
要な知識の習得及び育児仲間づくりの場を提供する。 今年度

見直し
事 項

事業
目的

夫婦がお互いの役割を認識し、親としての責任感を培うこと、妊娠中の栄養、夫の
サポート方法、育児や子育て支援制度などについて必要な知識を得ること、また
参加者間の交流や情報交換など、育児仲間づくりの場とすることで、夫婦が安心
して出産、育児に臨むことができるようサポートする。

その他

現状と
背景

転勤者や核家族も多く、夫への子育てサポートは重要である。利用可能な制度な
ど、病院の教室では得られない内容を取り入れている。



10

4

1

1

会計 一　般　会　計 所管課 健康推進課

款 衛　生　費
事業名 妊婦・乳児一般健康診査

項 保健衛生費

目 保健衛生総務費 補助単独の別 補助

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

②－①

事業費 25,721 26,463   742

財
源
内
訳

国  0

県 66 16   

 

▲ 50

市債   0

その他   0

一般財源 25,655 26,447   792

事業
概要

妊婦に最大14回分・乳児に2回分の一般健康診査を実施する。
今年度
見直し
事 項

事業
目的

妊娠経過、及び乳児の成長発達上、必要な時期に、確実に健診受診が出来る環
境をつくることで、受診率の向上にもつながり、妊婦・乳児の健康管理の向上を図
る。

その他

現状と
背景

健康診査を受けることにより、妊産婦・乳幼児の健康管理ができている。



10

4

1

1

会計 一　般　会　計 所管課 健康推進課

款 衛　生　費
事業名 １歳６か月児事後健診

項 保健衛生費

目 保健衛生総務費 補助単独の別 単独

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

②－①

事業費 273 277   4

財
源
内
訳

国  0

県   

 

0

市債   0

その他 273   ▲ 273

一般財源 0 277   277

事業
概要

精神発達分野における、１歳６か月児健康診査後の２次スクリーニングの場とし
て、脳神経小児科医師による診察及び相談を行う。 今年度

見直し
事 項

事業
目的

 １歳６か月児健康診査において、明らかな疾患以外に経過観察の必要があると
思われる幼児と保護者に対して、継続的に専門的な立場から診察及び指導を行
い、幼児が有する能力を最大限に引き出し、正常な発育・発達の手助けをするこ
とを目的とする。

その他

現状と
背景

保健相談センターが会場であるため、保護者が受診しやすい。専門医師に診察、
相談出来る場として、重要である。



10

4

1

1

会計 一　般　会　計 所管課 健康推進課

款 衛　生　費
事業名 すくすく教室事業

項 保健衛生費

目 保健衛生総務費 補助単独の別 補助

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

②－①

事業費 217 212   ▲ 5

財
源
内
訳

国  0

県 108 106   

 

▲ 2

市債   0

その他 109   ▲ 109

一般財源 0 106   106

事業
概要

入園前の子どもを対象とした療育を取り入れた遊びの教室。月に1回開催。
今年度
見直し
事 項

事業
目的

 健康診査の結果等で経過観察が必要な幼児や育児不安を持っている母親等に対し、療
育を加味した遊びを通して集団的な助言・指導を行う。
また、育児不安の解消、親子関係の確立を目指し、子どもの健やかな発達を促すことを目
的とする。

その他

現状と
背景

子育て不安をもつ保護者も増えていることから、月1～2回親子と出会い、子どもの
様子を確認することが、保護者に対する子育て支援の場にもなっている。



10

4

1

1

会計 一　般　会　計 所管課 健康推進課

款 衛　生　費
事業名 こんにちは赤ちゃん訪問事業

項 保健衛生費

目 保健衛生総務費 補助単独の別 補助

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

②－①

事業費 1,104 1,019   ▲ 85

財
源
内
訳

国 367 339  ▲ 28

県 367 339   

 

▲ 28

市債   0

その他 370   ▲ 370

一般財源 0 341   341

事業
概要

生後4か月までの全ての母子を対象に助産師が家庭訪問をし、母子の状況、家庭
環境などの観察とともに、子育て相談、情報提供などを行う。 今年度

見直し
事 項

事業
目的

 子育ての不安や悩みを聞き、子育て支援に関する情報提供等を行うとともに、母
子の心身の状況や養育環境等の把握及び助言を行い、支援が必要な家庭に対
し適切なサービス提供につなげる。これにより、乳児家庭の孤立化を防ぎ、乳児の
健全な育成環境の確保を図ることを目的とする。

その他

現状と
背景

全ての母子を対象としており、訪問によりその家庭に行くことで、より生活に沿った
子育て支援が行える。



10

4

1

1

会計 一　般　会　計 所管課 健康推進課

款 衛　生　費
事業名 保健衛生事務人件費

項 保健衛生費

目 保健衛生総務費 補助単独の別 補助

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

②－①

事業費 122,065 133,721   11,656

財
源
内
訳

国 0 186  186

県 493 639   

 

146

市債   0

その他 10,190 10,050   ▲ 140

一般財源 111,382 122,846   11,464

事業
概要

市民の健康保持・増進を図る事業等に従事する職員の人件費。
今年度
見直し
事 項

事業
目的

健康診査やがん検診、母子保健事業等を実施する職員の人件費を確保し、市民
の健康保持・増進を図る。

その他

現状と
背景



10

4

1

1

会計 一　般　会　計 所管課 健康推進課

款 衛　生　費
事業名 鳥取県西部広域行政管理組合負担金（病院群輪番制）

項 保健衛生費

目 保健衛生総務費 補助単独の別 単独

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

②－①

事業費 4,616 4,587   ▲ 29

財
源
内
訳

国  0

県   

 

0

市債   0

その他   0

一般財源 4,616 4,587   ▲ 29

事業
概要

鳥取県西部圏域の救急告示医療機関が、輪番で平日の夜間・休日の昼夜に発
生した救急医療に対応するための負担金。米子市、境港市、西部町村が人口割
で負担。 今年度

見直し
事 項

事業
目的

平日の夜間・休日の昼夜に発生した事故や急病による救急患者を迅速・的確に
受け入れる医療体制を強化する。

その他

現状と
背景

病院郡輪番制に加入している医療機関が対応している。



10

4

1

1

会計 一　般　会　計 所管課 健康推進課

款 衛　生　費
事業名 鳥取県西部歯科保健センター運営費補助金

項 保健衛生費

目 保健衛生総務費 補助単独の別 単独

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

②－①

事業費 644 644   0

財
源
内
訳

国  0

県   

 

0

市債   0

その他   0

一般財源 644 644   0

事業
概要

休日の歯科診療や障がい者の歯科診療を実施している鳥取県西部歯科保健セ
ンターに対する補助金。米子市、境港市、西部町村で負担。 今年度

見直し
事 項

事業
目的

休日の歯科診療や障がい者の歯科診療体制を整備する。

その他

現状と
背景

鳥取県西部歯科保健センターが休日歯科診療、障がい者歯科診療を実施してい
る。



10

4

1

1

会計 一　般　会　計 所管課 健康推進課

款 衛　生　費
事業名 こどもの成長発達を考える講演会開催事業

項 保健衛生費

目 保健衛生総務費 補助単独の別 補助

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

②－①

事業費 94 96   2

財
源
内
訳

国  0

県 47 48   

 

1

市債   0

その他 47   ▲ 47

一般財源 0 48   48

事業
概要

子どもの育ちを促すこと及び親への育児支援を目的に、専門職や一般市民を対
象とした講演会を開催する。 今年度

見直し
事 項

事業
目的

よりよい子育て支援をおこなうため、専門職の質の向上を図る。
子育ての現状を知ってもらい、地域で子育てしやすい環境づくりを行う。

その他

現状と
背景



10

4

1

1

会計 一　般　会　計 所管課 健康推進課

款 衛　生　費
事業名 歯科衛生事業

項 保健衛生費

目 保健衛生総務費 補助単独の別 単独

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

②－①

事業費 2,774 2,774   0

財
源
内
訳

国  0

県   

 

0

市債   0

その他   0

一般財源 2,774 2,774   0

事業
概要

乳幼児健診等における歯科衛生士によるブラッシング指導及び相談の業務を西
部歯科保健センターへ委託する。 今年度

見直し
事 項

健診時（1歳6か月児、3歳児）に加え、
フッソ塗布単独実施分を新規計上。

事業
目的

歯科衛生士の保健指導により、乳幼児の健全な口腔衛生の育成を図るために委
託を行う。

その他
平成29年度よりフッ素塗布単独実施分
を計上。

現状と
背景

専門職による、正しい口腔衛生管理の仕方を情報提供し、子育て支援をしていく
必要がある。



10

4

1

1

会計 一　般　会　計 所管課 健康推進課

款 衛　生　費
事業名 小児慢性特定疾病児日常生活用具給付事業

項 保健衛生費

目 保健衛生総務費 補助単独の別 補助

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

②－①

事業費 154 154   0

財
源
内
訳

国  0

県 76 76   

 

0

市債   0

その他   0

一般財源 78 78   0

事業
概要

小児慢性特定疾病児童の生活の質的向上を図るため、特殊寝台等の日常生活
用具給付を行う。 今年度

見直し
事 項

事業
目的

小児慢性特定疾病児童については、日常の生活に特殊な生活用具を必要とする
ことが多い。医療費に加え患者、家族の経済的負担は大きいため、日常生活用具
に要する費用を給付することで、経済的負担を軽減する。

その他

現状と
背景

平成２１年度から鳥取県において事業実施



10

4

1

1

会計 一　般　会　計 所管課 健康推進課

款 衛　生　費
事業名 ＡＥＤ(自動体外式除細動器)整備事業

項 保健衛生費

目 保健衛生総務費 補助単独の別 単独

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

②－①

事業費 1,432 1,452   20

財
源
内
訳

国  0

県   

 

0

市債   0

その他   0

一般財源 1,432 1,452   20

事業
概要

公共施設のＡＥＤ（自動体外式除細動器）を維持管理し、近隣で発生する事態に
対応する。 今年度

見直し
事 項

事業
目的

ＡＥＤの維持管理や設置、更新を行い、市民の救急救命体制の整備を図る。

その他

現状と
背景

公民館、学習等供用施設、主要公共施設、保育所等にＡＥＤを設置した。



10

4

1

1

会計 一　般　会　計 所管課 健康推進課

款 衛　生　費
事業名 地域自死対策緊急強化事業

項 保健衛生費

目 保健衛生総務費 補助単独の別 補助

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

②－①

事業費 388 494   106

財
源
内
訳

国  0

県 192 314   

 

122

市債   0

その他   0

一般財源 196 180   ▲ 16

事業
概要

自死予防として、思春期に着目した取り組みを教育委員会と保健福祉部門が共
同して進めている。今後も福祉、教育、保健分野の横のつながりを生かし、こころ
がつらくなっても安心して住める地域づくりに取り組む。 今年度

見直し
事 項

今年度は地域で子どもが安心して集え、
自分の気持ちを表出できる場づくりに向
け、人材育成と条件整備を行う。自死対
策計画を策定する。

事業
目的

境港市で自らいのちを絶つ人を少なくする。いのちやこころの有り様に関心を持
つ子供を増やす。

その他

現状と
背景

境港市の自死者数は過去10年間で100名以上であったが、近年3年間は年平均3
～4名へと減少傾向である。一方で自立支援医療受給者数は平成25年は643人
であったが平成28年度は711人となり増加している。その中でうつ病で新規の自立
支援受給者数は平成26年度は一時的に増加し45人となったが、その前後の年は
年間20名程度で経過している。



10

4

1

1

会計 一　般　会　計 所管課 健康推進課

款 衛　生　費
事業名 妊婦・乳児一般健康診査費補助金

項 保健衛生費

目 保健衛生総務費 補助単独の別 補助

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

②－①

事業費 652 673   21

財
源
内
訳

国  0

県   

 

0

市債   0

その他   0

一般財源 652 673   21

事業
概要

里帰り等により、市と健康診査業務の委託契約を締結している医療機関以外の医
療機関で健康診査を受けた者に対して、その費用を助成する。 今年度

見直し
事 項

事業
目的

里帰り等のために、委託契約を締結していない医療機関において健康診査を
行ったときに支払う費用について助成を行うことで、住民の健康管理とサービスの
公平化を図る 。

その他

現状と
背景

境港市に住所を有したまま、出産などで長期間自宅を離れる場合は、境港市が発
行している妊婦乳児一般健康診査受診券が使用できない 。



10

4

1

1

会計 一　般　会　計 所管課 健康推進課

款 衛　生　費
事業名 保健師研修事業

項 保健衛生費

目 保健衛生総務費 補助単独の別 単独

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

②－①

事業費 96 131   35

財
源
内
訳

国  0

県   

 

0

市債   0

その他   0

一般財源 96 131   35

事業
概要

保健師の資質向上を図るための研修等を行う。
今年度
見直し
事 項

事業
目的

県外研修を受講することで、保健師の資質向上を図る。

その他

現状と
背景



10

4

1

1

会計 一　般　会　計 所管課 健康推進課

款 衛　生　費
事業名 不妊治療費等支援事業

項 保健衛生費

目 保健衛生総務費 補助単独の別 単独

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

②－①

事業費 3,237 2,949   ▲ 288

財
源
内
訳

国  0

県 9   

 

▲ 9

市債   0

その他 3,228   ▲ 3,228

一般財源 0 2,949   2,949

事業
概要

特定不妊治療（体外受精・顕微受精）と人工授精（採取した精子を子宮内に注入）
に要する経費の一部を助成する。平成２８年度から妊娠に対する相談を受ける不
妊相談を開始。平成２９年度から、保険適用の一般不妊治療と不妊検査に要する
経費の一部助成を開始。

今年度
見直し
事 項

事業
目的

保険適用外の特定不妊治療、人口受精等と保険適用の一般不妊治療等に対し
て助成金を交付することにより、子どもが欲しい夫婦の経済的負担を軽減し、不妊
治療を受けやすくすることで、妊娠・出産しやすい環境を整備する。。

その他

現状と
背景

国及び鳥取県は、特定不妊治療について１６年度から助成。
また、県は人工授精に対する助成を２３年度から開始し、２８年度から不妊検査費
助成も開始。



10

4

1

1

会計 一　般　会　計 所管課 健康推進課

款 衛　生　費
事業名 未熟児養育医療費給付事業

項 保健衛生費

目 保健衛生総務費 補助単独の別 補助

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

②－①

事業費 1,360 1,733   373

財
源
内
訳

国 574 750  176

県 287 375   

 

88

市債   0

その他 207 228   21

一般財源 292 380   88

事業
概要

養育のため病院または診療所に入院することを必要とする未熟児に対し、養育に
必要な医療の給付を行う。 今年度

見直し
事 項

事業
目的

未熟児は疾病にかかりやすく、死亡率も高率で、心身の障がいを残すことも多いこ
とから、医療が必要な未熟児が適切な医療を受けられるよう給付を行う。

その他

現状と
背景

平成24年度まで県が行っていた給付事務を、権限移譲により平成25年度から市
町村が実施している。
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1

会計 一　般　会　計 所管課 健康推進課

款 衛　生　費
事業名 済生会境港総合病院救急医療事業費補助金

項 保健衛生費

目 保健衛生総務費 補助単独の別 単独

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

②－①

事業費 31,000 31,000   0

財
源
内
訳

国  0

県   

 

0

市債   0

その他   0

一般財源 31,000 31,000   0

事業
概要

済生会境港総合病院の救急医療事業に助成する。(特別交付税対象)
今年度
見直し
事 項

事業
目的

公的病院である済生会境港総合病院の救急医療事業に助成することにより、救
急医療体制の維持を図る。

その他
補助額
H21～26年度  25,000千円
H27年度～    31,000千円現状と

背景

救急医療事業は、一定レベルで維持しなければならないが、病院にとっては不採
算により維持が困難となっているため、救急告示病院等に助成した市町村に特別
交付税措置がされる。
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1

会計 一　般　会　計 所管課 健康推進課

款 衛　生　費
事業名 健康管理システム運営事業

項 保健衛生費

目 保健衛生総務費 補助単独の別 単独

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

②－①

事業費 6,252 6,252   0

財
源
内
訳

国  0

県   

 

0

市債   0

その他   0

一般財源 6,252 6,252   0

事業
概要

平成28年度に新たに構築した予防接種・健康管理システムの円滑な管理運営を
実施する。 今年度

見直し
事 項

事業
目的

平成28年度に新たに構築した予防接種・健康管理システムの円滑な管理運営を
実施する。

その他

現状と
背景

マイナンバー制度に対応したパッケージソフトの導入が必要であった。
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1

会計 一　般　会　計 所管課 健康推進課

款 衛　生　費
事業名 子育て世代包括支援センター事業

項 保健衛生費

目 保健衛生総務費 補助単独の別 補助

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

②－①

事業費 7,991 7,731   ▲ 260

財
源
内
訳

国 1,304 1,202  ▲ 102

県 1,693 1,765   

 

72

市債   0

その他 4,994 26   ▲ 4,968

一般財源 0 4,738   4,738

事業
概要

平成２８年４月、妊娠期から子育て期にわたる様々なニーズに対応した総合的な相談支援
と各種の支援サービスへつなぐワンストップ拠点として、子育て世代包括支援センターを
設置した。母子保健コーディネーターを中心に、専門職によるきめ細かな相談、支援体制
を敷き、全ての妊産婦を継続的に把握するとともに、面談、電話、メール等による切れ目
のない支援を行い、併せて、産後ケア事業等による産前産後の支援体制の充実を図る。

今年度
見直し
事 項

事業
目的

子育て世代包括支援センターを中心に、妊娠期からの子育て支援に取り組むこと
で、妊産婦の孤立感の解消を図り、妊娠、出産、子育てに関する情報の発信、ま
た、それらの諸問題への対応等と併せ、虐待事案の発生防止を図る。

その他

H28：母子保健コーディネーター配置、
産前・産後サポート事業、産後ケア事業
(ヘルパー派遣、デイサービス)、産後・1
か月児健診費用助成事業、安心メール
相談事業
H29:産後ケア事業(ショートステイ)、キッ
ズコーナー設置

現状と
背景

県では、とっとり元気づくり総合戦略の目標として平成３１年度中に県内全ての市
町村に整備するとしている。
（平成２９年１０月現在：１７市町村）
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1

1

会計 一　般　会　計 所管課 健康推進課

款 衛　生　費
事業名 絵本で育む親子関係事業

項 保健衛生費

目 保健衛生総務費 補助単独の別

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

②－①

事業費 1,130 1,086   ▲ 44

財
源
内
訳

国  0

県 563 350   

 

▲ 213

市債   0

その他 567   ▲ 567

一般財源 0 736   736

事業
概要

子どもの成長に合わせて多くの絵本に出会える機会をつくるため、母子手帳交付
時（妊娠期からの読み聞かせ）や６か月児健診時（ブックスタート）、１歳６か月児健
診時（ブックスタートプラス）に絵本を手渡し、読みきかせを通じた親子関係づくり
を支援する。

今年度
見直し
事 項

事業
目的

子どもの成長に合わせて多くの絵本に出会える機会をつくるとともに、絵本の読み
聞かせを通じて親子のこころを育み、親から子へ、子から親へ思いをつなぐ親子
関係づくりの一助とする。

その他

現状と
背景

 本市でブックスタートを開始してから平成２８年度で１５年となった。これを通過点
として、絵本を介しての親子関係づくり、人間関係づくりを妊娠期から学童期にわ
たり継続的に展開していく。
平成１４年度開始：ブックスタート、平成１７年度開始：ブックスタートプラス、平成１
９年度開始：妊娠期からの読み聞かせ
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会計 一　般　会　計 所管課 健康推進課

款 衛　生　費
事業名 新生児聴覚検査費用助成事業

項 保健衛生費

目 保健衛生総務費 補助単独の別 単独

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

②－①

事業費 576 563   ▲ 13

財
源
内
訳

国  0

県   

 

0

市債   0

その他 576   ▲ 576

一般財源 0 563   563

事業
概要

聴覚障害の早期発見・早期療育につなげるため、新生児を対象として実施される
新生児聴覚検査に係る費用について公費負担を行い、保護者の経済的負担の
軽減を図る。 今年度

見直し
事 項

事業
目的

全ての新生児に新生児聴覚検査を実施することで、聴覚に関する異常を早期に
発見し、早期支援に結びつけるとともに、保護者の経済的負担を軽減する。

その他

平成19年度に地方財政措置され、全国
でも公費負担を行う市区町村は1割にも
満たないことから、「新生児聴覚検査の
実施について」(平成28年3月29日付雇
児母発0329第2号)厚生労働所雇用均
等・児童家庭局母子保健課長通知)によ
り、市町村において、公費負担の実施や
新生児聴覚検査の結果把握と適切な指
導援助を行うなど、取り組みを促進する
よう通知のあったもの。

現状と
背景

聴覚検査は早期に発見され適切な支援が行われた場合に、聴覚障害による音声
言語発達等への影響が最小限に抑えられるため、全ての新生児を対象に新生児
聴覚検査を実施することが重要である。しかし、検査費用に3,000円程度かかる
為、100％の実施には至っていない。


